	（変更後）

高知県農業会議担い手支援事業費補助金交付要綱

１条～12条　［略］
（補助金実績報告書）
13条　補助事業者は、補助事業が完了した場合は、補助事業の完了した日から起算して30日を経過した日又は補助事業の実施年度の３月31日のいずれか早い日までに、別記第５号様式による補助金実績報告書を会議に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月７日までに提出しなければならない。
　第2項、第3項　［略」
14条～19条　［略］
附　則
　１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　２　この要綱は、令和７年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金について、第６条、第７条第３号、第12条、第13条第３項、第14条、第15条及び第17条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
　　　附　則
　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
別表第１（第３条関係）
１　継続区分
令和２年度及び令和３年度の高知県担い手支援事業費補助金受給者で、引き続き研修を行っている研修生及び研修受け入れ機関に対し、研修の継続期間（最大２年間）について助成を行う市町村等の事業への補助
２　青年農業者支援区分
産地提案書で提示された品目を栽培する専業農家を目指して知事が就農に有効であると認める研修を実施する研修機関等で研修を受ける就農時49才以下の者並びに専業農家として経営開始段階にあり市町村が特に必要と認める者に対して助成を行う市町村等の事業への補助
３　専業シニア支援区分
専業農家を目指して知事が就農に有効であると認める研修を実施する研修機関等で研修を受ける就農時50才以上の者に対して助成を行う市町村等の事業への補助
４　後継者育成支援区分
親族を県外等からＵターン就農させ、経営体の後継者として育成を行う認定農業者等に対して助成を行う市町村等の事業への補助
５　研修受入機関支援区分
知事が就農に有効であると認める研修を実施する研修機関等及び派遣研修先等の研修生受入れに対して助成を行う市町村等の事業への補助

	（変更前）

高知県農業会議担い手支援事業費補助金交付要綱

１条～12条　［略］
（補助金実績報告書）
13条　補助事業者は、補助事業が完了した場合は、補助事業の完了した日から起算して30日を経過した日又は補助事業の実施年度の３月31日のいずれか早い日までに、別記第５号様式による補助金実績報告書を会議に提出しなければならない。
第2項、第3項　［略」
14条～19条　［略］
附　則
　１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　２　この要綱は、令和６年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金について、第６条、第７条第３号、第12条、第13条第３項、第14条、第15条及び第17条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。
［新設］
別表第１（第３条関係）
［新設］
１　専業農家育成支援区分
産地提案書で提示された品目又は市町村の主要な営農類型の品目を栽培する専業農家を目指して知事が就農に有効であると認める研修を実施する研修機関等及び農の雇用事業を活用する農業法人等で研修を受ける者並びに専業農家として経営開始段階にあり市町村が特に必要と認める者に対して助成を行う市町村等の事業への補助
［新設］
２　後継者育成発展支援区分
子弟を県外等からＵターン就農させ、経営体の後継者として育成を行う認定農業者又は親元経営体を発展させようとする後継者に対して助成を行う市町村事業への補助
３　研修受入機関支援区分
上記１及び２の派遣研修先等に対して助成を行う市町村等の事業への補助



